
3. 国立大学等施設整備をめぐる課題 
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※ 推計値は、予算上の整備面積に基づき算出したものであり、整備状況により必ずしも実績とは一致しない可能性がある 
※ １万㎡未満を四捨五入しているため、計数は必ずしも一致しない 

※１ 推計値は、予算上の整備面積に基づき算出したものであり、整備状況により必ずしも実績とは一致しない可能性がある 
※２ １万㎡未満を四捨五入しているため、計数は必ずしも一致しない 

■ 進捗率 

第２次国立大学等 
施設緊急整備５か年計画 

第３次国立大学法人等 
施設整備５か年計画 

 3-1.構造体の耐震化状況 
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※１ 屋内運動場のほか、武道場、講堂、屋内プールといった大規模空間を持つ施設を含む。（平成25年8月7日付け部長 
    通知における平成27年度までの対策の完了を目指す対象範囲） 
※２ つり天井のほか、照明器具、バスケットゴール、空調設備、放送設備等高所に設置されたものを含む。 
※  推計値には、各大学の自己整備による予定分も含まれており、整備状況により必ずしも実績とは一致しない可能性 
     がある。  

非構造部材（屋内運動場等※１の天井等※２） 

153室  

355室 435室 

612室 

0 室 

200 室 

400 室 

600 室 

800 室 

1,000 室 

H25.5 H25'末 H26'末 H27'末 

(1,091室) 

（自己整備を加えた
推計値） 

 3-2. 非構造部材の耐震化状況 
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◇研究環境の脆弱化 
実験室が狭く、新たな機器の設置が困難 

老朽施設の外観（築48年）（東工大） 

○ 国立大学法人等施設の全保有面積は2,765万㎡。 
○ 経年25年以上の老朽施設は1,605万㎡（全保有面積の58％）。 
  うち、改修が必要な老朽施設（未改修又は一部改修済）は893万㎡（全保有面積の32％）。 

 3-3.施設の老朽化の状況 

保有面積 2,765万㎡ 

改修を要する 
老朽施設 

893万㎡（32.3％) 

平成２５年５月１日現在 面積（万㎡） 

経年 

※ １万㎡未満を四捨五入しているため、計数は必ずしも一致しない 
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約28万㎡ 約20万㎡ 約24万㎡

今後５年以内に修繕が必要な
老朽施設

約17万㎡

施設修繕計
画対象面積

経年25年
以上

短期修繕計
画対象面積

＊屋上防水・建物外壁、アメニティ改修（トイレ環境改善等）、環境整備（グラウンド整備、排水
改修等）に限った修繕計画面積

当面3年間の施設修繕計画（H25-H27）を策定するため、大学施設全
体の老朽状況調査（各部局等の修繕要望調査）を行い、施設系職員に
よる現地調査結果を基にした緊急度・重要度の評価を実施した。

教育研究施設、管理施設及び学生の福利厚生施設等約105万㎡の

うち約41万㎡の施設が、何らかの建物部位・建物設備について

緊急度・重要度がA＋～B。経年25年以上の施設（約56万㎡）では、

約14万㎡（約25%）の施設がA＋～B。

教育研究施設約28万㎡のうち、約20万㎡の施設が今後5年間に修繕が必

要。経年25年以上の施設（約24万㎡）では、約17万㎡（約71％）の施

設が今後5年間に修繕が必要。

例１ 京都大学

例２ 鹿児島大学

例３ 大阪大学
経年25年以上の大学施設（附属病院除く）約46万㎡のうち約8万㎡

（約17%）が、次期5か年計画において改修が必要。

施設の老朽化の現状

計328件

＊外装劣化に対する安全・安心及び漏水等対策、老朽化した空調設備の更新、電気・給排水設備改修等

＊別途、次期5か年計画中に経年25年を迎え、老朽改善が必要な施設が約5万㎡あるため、合計約13万㎡の改修が必要となる

約46万㎡ 約8万㎡

大学全体の
施設面積の
うち、経年
25年以上

大学全体の施設面積
(附属病院を除く)

約91万㎡

次期５か年計画において優先的
に改修が必要な老朽施設

施設修繕計画策定にあたって事業の評価基準A+ A B

約6万㎡ 約5万㎡ 約3万㎡

約14万㎡

施設修繕計
画対象面積
のうち、経
年25年以
上

A+～B

施設修繕計
画対象面積

約56万㎡約41万㎡約105万㎡

3-4.施設の老朽化の状況の例
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基幹設備（ライフライン）の状況 

基幹設備（ライフライン）の経年と耐用年数の関係 

耐用年数が超

過している台数 台数計

111 221

(50.2%) (100.0%)

280 729

(38.4%) (100.0%)

1,672 2,741

(61.0%) (100.0%)

378 518

(73.0%) (100.0%)

524 1,448

(36.2%) (100.0%)

359 799

(44.9%) (100.0%)

3,324 6,456

(51.5%) (100.0%)

※法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令に基づく耐用年数）はそれぞれ15年 

（平成25年５月１日現在） 

○ 主な基幹設備については、法定耐用年数を超えるものの割合が高くなっており、法定耐用年数の２倍を超えている
設備も少なくない。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

暖房熱源設備 

（ボイラ等） 

冷房熱源設備 

（冷凍機等） 

排水処理設備 

受水槽設備 

自家用 

発電機設備 

特別高圧 

受変電設備 

経年30年以上 経年25～29年 経年20～24年 経年15～19年 経年10～14年 経年5～9年 経年5年未満 

合計 

10% 

12% 

25% 

49% 

9% 

13% 

26% 

36% 

24% 

27% 

32% 

61% 

38% 

27% 

64% 

55% 

■経年30年以上 ■経年15～29年 ■経年0～14年                      

40% 50% 

 3-5.基幹設備（ライフライン）の老朽化の状況 
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基幹設備（ライフライン）及び建物部材等の状況 

基幹設備（ライフライン）及び建物部材等の経年と事故発生件数の関係（H16～） 

○ 施設の老朽化により、安全面・機能面両面で様々な事故・不具合が発生。 
○ 特に、整備後25年を超えると長期の利用停止につながる事故の発生が増加。 
○ 事故を未然に防ぐためには、計画的に大規模改修等を行うことが重要。 

 3-6.基幹設備（ライフライン）及び建物部材等の事故・不具合の状況 
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１．大規模改修の中長期計画について
○大規模改修の中長期計画の有無
有・・・・・・・45（50.0%）※うち、全学として決定21
検討中・・・35
無・・・・・・・10

• 中長期計画は各大学等により様々であるが、概
ね、中長期的な施設整備方針・年次計画で構成さ
れている（キャンパスマスタープランに位置付けて
いるものもある）。

• 中長期計画が「有」と回答した大学等の中にも、
その充実が必要な大学が見られた。

○大規模改修の中長期計画の考え方（「有」の場合）

• 単に経年に基づく計画としている大学や、経年に
加え施設の老朽度を考慮した計画を策定している
大学がある。

• 大学における教育研究上の優先度を考慮して計
画を策定している大学も見られる。

• 経年60年以降の取り扱いを考慮して計画を策定し
ている大学は見られない。等

3-7.既存施設の大規模改修・修繕の中長期的な計画の策定状況等

２．修繕の中長期計画について
○修繕の中長期計画の有無
有・・・・・・・63（70.0%）
検討中・・・26
無・・・・・・・ 1

• 中長期計画が「有」と回答した機関の中でも、全建物
を対象とした計画ではなく、特定の建物部位のみの
計画を策定している機関が見られた。

○修繕の中長期計画に係る機関内予算の確保状況
（修繕の中長期計画を策定している63機関の機関内
予算の確保状況）
確保している・・・・・・・・・・・・ 7
ある程度確保している・・・・ 27
あまり確保できていない・・・ 17
確保できていない・・・・・・・・ 3
その他（「検討中」、「有」、具体的金額を記載 等）・・・9

• 修繕の中長期計画を策定し、予算をある程度確保し
ていると回答した機関は、全体（90機関）の37.8%
（予算を確保していると回答した機関は7.8%）。

文部科学省では、平成26年4月に国立大学法人等の施設担当部課長等と次期５か年計画の策定に向けた意見交
換を実施。本意見交換では、既存老朽施設を改善、維持していくための中長期計画の策定状況等について、意見交
換を行った（対象：全86国立大学法人＋4大学共同利用機関法人）。その概要を以下に示す。
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電力量料金 
 
 
 

■施設整備費によるCO2削減量・整備面積の推移 ■国立大学法人等エネルギー使用量 

■国立大学法人等CO2排出量 

0

500

1,000

0

10,000

20,000

30,000

H23 H24 H25 H26 H27

老朽再生 狭隘解消 病院再生 

老朽再生[㎡] 狭隘解消[㎡] 病院再生[㎡] 

[千㎡] [t・CO2] 

国立大学法人等二酸化炭素排出量調査より作成 

※１.平成23年度の年間CO2削減量は、国立大学法人施設整備費等 
   要求書における環境対策より算出 
   環境対策：年間CO2削減量を明示できる工事項目において、 
          既存設備等と比較した削減量を各法人が記入する項目 

※２.平成24～27年度の年間CO２削減量は、平成23年度における 
   １㎡辺りの年間削減量より算出 
※３.平成25～27年度の整備面積は、目標値を達成する想定で算出   
   目標値：老朽再生400万㎡,狭隘解消80万㎡,病院再生70万㎡ 

225  207  246  

0.08  0.07  
0.09  

0.00

0.05

0.10

100

150

200

250

H22 H23 H24

CO2排出量 

原単位 
[万t・CO2] [万t・CO2/万㎡] 

4,937  4,542  4,672  

1.867  

1.709  1.735  

1.500

1.750

2.000

3,500

4,000

4,500

5,000

H22 H23 H24

エネルギー使用量 

原単位 

[万GJ]   [万GJ/万㎡] 

国立大学法人等二酸化炭素排出量調査より作成 

○ 平成24年度の実績は、エネルギー使用量は減少 （平成22年度比）、一方でCO2排出量は増加 （同上）。 
○ 国立大学法人等施設整備事業の環境対策実施により、CO2排出量は削減又は抑制可能。 
○ 大学運営経費における電気料金削減の面から、一層の省エネルギー対策が必要。 

0.95

1

1.05

1.1
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1.2
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1.35

H
2

5
.4

H
2

5
.5

H
2

5
.6

H
2

5
.7

H
2

5
.8

H
2

5
.9

H
2

5
.1

0

H
2

5
.1

1
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5
.1

2
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2

6
.1

H
2

6
.2

H
2

6
.3

東京電力・特別高圧Ａ 
関西電力・特別高圧Ａ 

13.15円/kWh 

14.13円/kWh 

14.27円/kWh 

16.08円/kWh 

■電力量料金（燃料費調整額等を含む）の推移 

【参考】電気料金の算定方法 

＋ 

電力量料金単価 
×使用量(kWh) 

前年同月比 

 
基本 
料金 

 

太陽光 
発電促進 
付加金 

 

再生可能 
エネルギー
発電促進 
賦課金 

 
電力量 
料金 

 

＋ ＋ 

燃料費調整単価 
×使用量(kWh) ± 

・東京電力・関西電力で試算（燃料費調整額等を含む） 
 前年同月比は基本料金を除く料金単価の比を示す 
・電気料金値上げの主な理由は、火力燃料費の増加による 

平均29%増 

平均8%増 

を示す CO2削減量グラフは、
環境対策未実施の場
合との排出量差を示す 

施設整備費によるCO2削減量の算定方法 

環境対策未実施 環境対策実施 

 3-8. 地球温暖化対策の現状（エネルギー使用量とCO2排出量） 
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○経年による施設の機能陳腐化等により、本来行いたい教育研究活動ができていない事例がある。 

①経年によ

る施設機能

の陳腐化 

233件 

50% ②建物形状

による制約 

114件 

25% 

③大学の戦

略による用

途変更 

89件 

19% 

④その他 

26件 

6% 

（調査概要） 
 平成25年11月実施 
 調査対象：全国立大学法人等 施設担当部課 
 未改修の建物について、大規模な改修または改築

をしなければ、本来行いたい教育研究活動に対応
できない事例を最大４つ挙げていただいた。 

 全事例数：314事例 

  3-9 ．経年による施設の機能陳腐化等の状況 

■教育研究上支障のとなっている内容の具体例 

①経年による施設機能の陳腐化 

 • 電気容量が不足しているため、大型実験機器を入れることができない。 
• 外部建具の気密性が低いため、精度の高い測定を求められる実験に影響がある。 

②建物形状による制約 

 • オープンラボを確保したいが、柱、耐震壁が細かいピッチで入っているため、大部屋 
にできない.また、講義室の床が階段状のスラブになっており、1.7mの段差がある。 

• 研究の変更により大型実験機器が必要となるが、床の耐荷重が不足しているため、 
現状では、研究に必要な実験機器を入れることが出来ない。床、梁の補強が必要と
なる。 

• 度重なる増築を行っていることや、耐震壁があることにより、アクティブラーニングを推
進していくためのブラウジングやワークショップ等のできる大きな空間を確保できない。 

③大学の戦略による用途変更 

• 現在ある理学部の施設の位置に、理・医・薬・工・農が連携して、生物の多様性と生
命の基本原理の研究を行うため、本施設を改築し、本連携部局のスペースも確保
するともに、全学共用スペースを確保し教育研究の拠点とする計画がある。 

• 経済学部の建物を、現在進められている学部改組計画に対応した、全学的な実験
研究施設として再生させる計画があり、現況の教育・研究スペースのゾーニングにつ
いて、将来必要とする系ごとのラボスペースに見直す必要がある。 

• 物理工学系の研究棟として整備された建物に、化学系分野の研究室が多く配置さ
れることとなったが、建物や設備が化学系の実験に対応していないことや、実験排水
の処理能力が無いことから、実験の制約がある。 

• 入居者が無い職員宿舎を、1戸を４人でシェアする混住型の留学生宿舎にする計画
がある。 

④その他 
 • キャンパス整備において駐車場が優先されてきたことにより、緑地及び空間が減少 
し、学生が集える屋外空間が陳腐化している。 

※具体例は、主たる教育研究活動ができない要因に当てはめて整理した。 

※1事例につき、複数の教育研究活動ができない要因
が記載されている場合は重複して集計。 
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 3-10.共同利用スペースの確保状況 

共通的スペース（1,362千㎡）内訳 

全学的に運営 

572千㎡ 

複数部局で運営 

62千㎡ 

特定部局で運営 

627千㎡ 

教育研究に資

するスペース 

1,261千㎡ 

92.6% 

教育・研究以

外のスペース 

101千㎡ 

7.4% 

87  

200  214  

18  3  2  21  2  5  
20  

7  

14  
31  

3  3  0  3  0  0  0  

80  

200  164  

61  14  
7  12  7  

9  73  

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

特定の部局等で運営しているスペース 

複数の部局等で運営しているスペース 

全学的に運営しているスペース 

（千㎡） 

共通的スペースのうち教育研究に資する 
スペース（1,261千㎡）の利用用途 

競争的スペース（684千㎡）内訳 

全学的に運営 

396千㎡ 

複数部局で運営 

19千㎡ 

特定部局で運営 

265千㎡ 

教育・研究に資 

するスペース 

681千㎡ 

99.6% 

教育・研究以 

外のスペース 

3千㎡ 

0.4% 

159  
209  

4  3  14  7  

8  

10  

1  0  0  0  

124  

114  

4  4  1  17  

0

50

100

150

200

250

300

350 特定の部局等で運営しているスペース 

複数の部局等で運営しているスペース 

全学的に運営しているスペース 

（千㎡） 

競争的スペースのうち教育研究に資する 
スペース（681千㎡）の利用用途 

○ 共同利用スペースは計204万㎡（全保有面積の7.4%相当）が確保されており、年々増加の傾向にある。 
○ 共通的スペースのうち教育・研究に資するスペースは、実験スペースと講義スペースが約7割を占める。 
○ 競争的スペースのうち教育・研究に資するスペースは、研究スペースと実験スペースが約9割を占める。 

■共通的スペース 
  共通的に使用する目的（共同実験室など）で使用するスペース 

 競争的スペース 
  競争的に使用する目的（プロジェクト研究など）で使用するスペース 

出典：スペースの有効活用に関する取組状況（平成25年5月1日時点、文部科学省調べ） 23



70,757人 

92% 

（496千㎡） 

【平均7.0㎡／人】 

6,431人 

8% 

若手研究者総数 
77,188人 

40,408人 

68% 

（471千㎡） 

【平均11.6㎡／人】 

19,378人 

32% 

若手研究者総数 
59,423人 

H20.3.31 

H25.3.31 

注）上グラフの若手研究者は、博士課程学生、ポスドク、助教を指す。 
   国立大学法人及び（独）国立高等専門学校学校機構を集計（文部科学省調べ） 

：研究スペースを持たない若手研究者 

：研究スペースを持つ若手研究者 

この他、若手研究者のための実験スペース 
473千㎡【平均6.7㎡／人】(H25.3.31) 

若手研究者の実験・研究スペース確保割合（法人種別） 

20.1% 

(15.1㎡/人） 

18.5% 

(21.3㎡/人) 14.8% 

(13.6㎡/人) 

38.1% 

(5.2㎡/人) 38.8% 

(10.5㎡/人) 

77.3% 

(10.4㎡/人) 
37.5% 

(12.3㎡/人) 27.7% 

(13.5㎡/人) 

31.0% 

(16.7㎡/人) 

92.2% 

(37.7㎡/人) 

70.0% 

(13.1㎡/人) 
70.2% 

(15.5㎡/人) 66.7% 

(5.2㎡/人) 

61.9% 

(11.1㎡/人) 
27.5% 

(3.5㎡/人) 

22.5% 

(32.8㎡/人) 

58.7% 

(14.8㎡/人) 64.6% 

(13.6㎡/人) 

65.0% 

(42.4㎡/人) 

7.8% 

(70.7㎡/人) 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24

大規模大 理工系大 文科系大 医科系大 教育系大 大学院大 総合大 

（医有） 

総合大 

（医無） 

共同利用機

関 

高専機構 

共同利用の実験・研究スペースを保有している若手研究者の割合 

独立した実験・研究スペースを保有している若手研究者の割合 

大規模大 理工系大 文科系大 医科系大 教育系大 大学院大 
総合大
（医有） 

総合大
（医無） 

共同利用
機関 

高専機構 

12.2㎡/人 14.8㎡/人 5.5㎡/人 8.9㎡/人 5.0㎡/人 15.5㎡/人 13.3㎡/人 12.5㎡/人 32.7㎡/人 40.2㎡/人 

表：若手研究者総数に対する1人当たりの若手研究者の実験・研究スペース 

（参考） 

○若手研究者総数に対する1人当たりの若手研究者の実験・研究スペース（全法人の若手

研究者実験・研究スペース面積の合計／全法人の総若手研究者数）の面積は12.9㎡。 

 3-11. 若手研究者の実験・研究スペース確保状況 

○ 研究スペースを持つ若手研究者は増加したが、一人あたりのスペースの広さは減少。 

○ 独立したスペースを持つ若手研究者の1人当たりの実験・研究スペースの面積は14.2㎡。 

活用可能な研究スペースを 
持つ若手研究者の割合 

24



講義室の稼働率（H24) 

7.6% 

19.8% 

34.9% 

29.8% 

7.8% 
5.0% 

15.2% 

32.0% 

33.5% 

(+3.7%) 

14.2% 

(+6.4%) 
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面
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合

 

カリキュラム上 カリキュラム外含む 

 講義室は他の学修スペースへの転用や、空き時間（自習 
  等）・休日・夜間（公開講座等）における活用など、有効活用 
  の推進が必要 

全学的に運営 

1,859室 20.2% 

複数の部局等 

で運営 

311室 3.4% 

特定の部局等 

で運営 

1,594室 17.4% 

共用講義室以外 

の講義室 

5,418室 

59.0% 

講義室の運営状況(H24) 

■講義室は学部の枠を超えた更なる有効活用の推進が必要 

 アクティブ・ラーニング・スペースは増加したが、質・量が十分でない 

74館（53大学） 
アクティブ・ラーニング・スペースの設置図書館数（平成25年度学術情報基盤実態調査） 

 学修スペースは不足している状況 

部局として用意している学修ス
ペースの整備状況 

共用講義室 

 参考   30室以上講義室を保有する大学の稼働率の平均
を見ると37.6%～85.5%とバラツキ 

ディスカッションやディベートを
行えるスペースの整備量 

全学として用意している学修ス
ペースの整備状況 

（課題） 
• スペース・機能が不十分で、多様な学びのニーズに応えたられていない。 
• メインキャンパスだけに設置されている。 
• 人的な支援体制が不足している。 

（平成25年5月1日） 

やや十分 

1大学 

やや十分 

1大学 

やや不足 

6大学 

やや不足 

6大学 

やや不足 

3大学 

不足 

2大学 

不足 

1大学 

不足 

3大学 
該当なし 

1大学 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分 やや十分 やや不足 不足 該当なし 

←  4館（3大学） 
（平成18年末日） 

※部局に設置されているアクティブ・ラーニング・スペースも含む。 

学修支援環境に関するアンケート調査（8大学へのサンプル調査、平成25年12月実施） 

稼働率の平均（カリキュラム外含む）   56.2% 

（課題） 
• 24時間利用にしたい。夜間休日も利用できるようにしたい。 
• 離れたキャンパスの学生にとって利便性が悪い。 
• 少人数でゼミができるスペースの不足。 
• 静かに学習できるスペースが欲しい。 
• 自主的な勉強会を行えるスペースが欲しい。 
• 空き教室では利用制限があるため、時間を気にせず学修できるスペースがほしい。 
• 講義室の座席数と受講者数のムラがある。ある程度大学で共有化することが必

要。 
• 机が固定重くて移動が大変で、討論用に机を並べ替えることが出来ず、討論の出

来る教室（演習室）が不足。 
• 大学院生のスペースは複数部局が共通して利用できるスペースの調整など、大学

全体での検討が必要。 

 3-12.多様な学修支援環境の整備に関する状況 
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○ 国立大学等の留学生宿舎は留学生数の約１／３。 

出典：平成25年度外国人留学生在籍状況調査結果（日本学生支援機構）より 

○留学生の総数          135,519人 
  公的宿舎入居留学生数    31,160人（23.0％） 
○国立大学等に在籍する留学生数  35,561人 
  国立大学等が設置する宿舎     12,751人（35.9％） 
 （公益法人等が設置する留学生宿舎にも入居） 

平成23～25年度 
多様な財源の活用により、留学生宿舎833人分確保 

（平成25年5月1日現在） 

 3-13．留学生宿舎の状況 

 留学生が入居可能な宿泊施設の状況（H25.5.1現在） 

 

  留学生が入居可能な宿泊施設  383棟  
  うち、混住型の学生寄宿舎  101棟（26.4%） 
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■必要面積及び保有面積の推移 

（平成25年５月１日現在） 

1,880 
1,921 

1,956 
1,980 

2,010 
2,030 

2,044 
2,071 

2,103 

2,146 

2,362 

2,402 

2,494 

2,581 

2,619 
2,675 

2,756 
2,793 

2,829 
2,855 

2,786 2,810 2,823 2,835 
2,842 

2,849 
2,857 2,868 

2,871 

2,887 

1,775 
1,796 

1,820 1,836 

1,876 1,894 
1,923 1,944 

1,965 
2,002 

2,069 2,078 
2,129 

2,168 
2,193 

2,269 

2,321 
2,351 

2,434 
2,477 

2,508 
2,520 

2,528 
2,551 

2,575 2,599 
2,645 

2,658 
2,692 

2,765 

1400

1600

1800

2000

2200

2400

2600

2800

3000

S59 S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24

必要面積 

保有面積 

0 
H25 

万㎡ 

H25.5.1  

施設種別 
補助 
整備率 

要整備 
面積 

大学教育・研究施設 86.2% 219.7万㎡ 

大学図書館 64.0% 47.8万㎡ 

大学体育施設 99.1% 0.4万㎡ 

大学支援施設 103.1% ▲2.3万㎡ 

附属学校 76.3% 40.3万㎡ 

■整備率 

施設種別 
補助 
整備率 

要整備 
面積 

大学教育・研究施設 84.6% 243.5万㎡ 

大学図書館 61.9% 50.3万㎡ 

大学体育施設 97.9% 1.0万㎡ 

大学支援施設 104.1% ▲3.1万㎡ 

附属学校 75.7% 41.3万㎡ 

H23.5.1（第３次５か年計画開始時）  

 3-14. 必要面積及び保有面積の推移、整備率 
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○  施設保有面積が増加する一方、厳しい財政状況の中、教育研究の基盤となる施設の適切な維持管理に支障を  
きたす状況となっている。 

 施設保有面積が増加する一方、運営費交付金（教育等施設基盤経費相当額）は反比例して減少 

国立大学法人運営費交付金の推移 

※この他、施設費交付事業により、営繕費 
 を毎年約56億円配分（H16～25） 

保有面積と教育等施設基盤経費相当額 
の推移 

国立大学法人における維持管理費 
実績（H22） 

 必要な維持管理費は、一般運営費交
付金や施設費交付事業、及び自己財
源等で実施している状況 

0

100

200

300

400

500

600

700

800
（億円） 

H22 

修繕費等 

点検保守費 

運転監視費 

緑地管理費 

校地維持費 

廃棄物処分費 

清掃費 

警備費 

電話交換業務費 

12,415  
12,317  

12,214  
12,043  

11,813  
11,695  11,585  

11,528  
11,366  

10,792  

11,123  

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000

H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26

（億円） 

2,350

2,400

2,450

2,500

2,550

2,600

2,650

2,700

2,750

2,800

450

460

470

480

490

500

510

520

530

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

教育等施設基盤経費相当額 

保有面積 

（億円） （万㎡） 

 3-15.増加した施設の維持管理 
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 3-16.多様な財源を活用した施設整備の概要（平成23～25年度） 

２，１２４件  整備面積：約５３万㎡  事業費：約１，２６３億円 

松ヶ崎学生館（京都工芸繊維大学） 学生留学生宿舎 
金沢大学 

窒化物半導体マルチビジネス創
生センター (名古屋工業大学) 

寄附 
    188件 約６万３千㎡ 約１４８億円 

他府省の補助制度の活用 
     51件 約８万２千㎡  約９９億円 

施設の賃料収入による整備 
（定期借地権） 
     5件   約６千㎡  約２４億円 
（土地貸与） 
     5件 約１万２千㎡  約２５億円 
（建設費の分割払い） 
     2件   約７千㎡  約２０億円 

リース等 
     5件   約１万㎡  約１９億円 

地方公共団体の施設の借用 
    21件 約２万３千㎡  約４６億円 

民間施設の借用 
     35件 約２万３千㎡  約４７億円 

目的積立金 
   266件 約１０万４千㎡ 約１７２億円 

土地処分収入 
    11件    約２千㎡   約５億円 

病院収入 
   404件  約３万５千㎡ 約１３７億円 

その他 
    36件    約１千㎡  約１１億円  

地方公共団体からの寄附等 
     53件 約３万５千㎡  約８１億円 

科学研究費等（間接経費を含む） 
    127件 約２万１千㎡  約４５億円 

長期借入金 
     13件 約２万６千㎡  約３４億円 

３．借用によるスペースの確保   

４．上記以外の財源 

１．国立大学法人等が直接実施する事業 

農業教育資料館（耐震補強） 
（岩手大学） 

新潟大学・刈羽村先端農業
バイオ研究センター 

（新潟大学） 

柴原口(大阪大学) ゲストハウス（九州大学） 

次世代キャパシタ研究セ
ンター (東京農工大学) 

地方公共団体との連携 
     3件          約３億円 

２．地方公共団体や民間事業者が 
  実施主体となる事業 

PFI事業 
      3件 約２万７千㎡ 約２３９億円 

授業料収入 
   896件  約５万２千㎡ 約１０８億円 

サテライトキャンパス 
（小山工業高等専門学校） 

藤井節郎記念医科学セン
ター (徳島大学) 
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